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大阪入管マスコットキャラクター「えんトラくん」

1



出入国管理及び難民認定法（入管法）とは？

入管法は以下の２つを目的としています（法第１条）。

• 日本に入国し、又は日本から出国する全ての人の出入国及び日本に在留する全ての
外国人の在留の公正な管理を図ること。

• 難民の認定手続を整備すること。

外国人の出入国及び在留の管理は「在留資格制度」を基調として実施しています。

外国人の円滑な受入れと好ましくない外国人の入国・在留の阻止をバランスよく適正に実現
させることを意味するものです。この目的を達成するため、入管法は在留資格制度を整備し、
高度な専門技術を有する外国人等を円滑に受け入れることとする一方で、退去強制手続を整備
し、我が国で犯罪を犯した外国人等に対しては厳正に対処することとしています。
また、平成３０年１２月１４日に公布された入管法等改正法（平成３１年４月１日施行）に

より、法第１条の入管法の目的に「本邦（日本）に在留する全ての外国人の在留」という文言
が新たに明記されており、以後外国人の受入環境の整備（在留支援）についても国として取り
組んでいくこととなります。

出入国及び在留の公正な管理とは
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在留資格制度とは❓

外国人が行うことができる活動等をあらかじめ類型化し、いかなる活動等であれば入国・在留が可能なのかを

明らかにする仕組みを「在留資格制度」といいます。

日本に入国・在留する外国人は、原則として入管法に定める在留資格のいずれかを有することが必要です。

在留資格 ＝ 外国人が日本に在留するための法的地位

在留期間 ＝在留資格が有効となる期間

⇒ ３月を超える在留期間（一部例外あり）

中長期在留者＝在留カード発行
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在留資格 該当例

外交 外国政府の大使、公使等及びその家族

公用 外国政府等の公務に従事する者及びその家族

教授 大学教授等

芸術 作曲家、画家、作家等

宗教 外国の宗教団体から派遣される宣教師等

報道 外国の報道機関の記者、カメラマン等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営・管理 企業等の経営者、管理者等

法律・会計業務 弁護士、公認会計士等

医療 医師、歯科医師、看護師等

研究 政府関係機関や企業等の研究者等

教育 高等学校、中学校等の語学教師等

技術・人文知識・
国際業務

機械工学等の技術者等、通訳、デザイナー、語

学講師等

企業内転勤 外国の事務所からの転勤者

介護 介護福祉士

興行 俳優、歌手、プロスポーツ選手等

技能 外国料理の調理師、スポーツ指導者等

特定技能（注１） 特定産業分野（注２）の各業務従事者

技能実習 技能実習生

在留資格 該当例

文化活動 日本文化の研究者等

短期滞在 観光客、会議参加者等

留学 大学、専門学校、日本語学校等の学生

研修 研修生

家族滞在 就労資格等で在留する外国人の配偶者、子

在留資格 該当例

特定活動
外交官等の家事使用人

ワーキングホリデー等

在留資格 該当例

永住者 永住許可を受けた者

日本人の配偶者等 日本人の配偶者・実子・特別養子

永住者の配偶者等
永住者・特別永住者の配偶者、我が国で出生

し引き続き在留している実子

定住者 日系３世、外国人配偶者の連れ子等

※ 資格外活動許可を受けた場合は、一定の範囲内で就労が認められる。
※ 赤字斜体字の在留資格については、上陸基準省令の適用があるもの。

就労が認められる在留資格（活動制限あり）

就労が認められない在留資格（※）

就労の可否は指定される活動によるもの

身分・地位に基づく在留資格（活動制限なし）

外国人が「何（活動）をするか」
がポイント。

外国人が「どのような身分であるか」
がポイント。在留資格の一覧

（注１）平成３１年４月１日から
（注２）介護、ビルクリーニング、工業製品製造業、建設、造船・舶用工業、自動
車整備、航空、宿泊、自動車運送業、鉄道、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業、
林業、木材産業（令和６年３月２９日閣議決定）

「家族滞在」の
扶養者となれる 「２号」のみ家族帯同可能 4



上陸審査（外国人の上陸審査手続）
上陸審査とは

上陸審査手続の流れ

入管法上は、日本の領域（領土、領空、領海）に入ることを「入国」、日本の領土に足を踏み入れることを「上陸」
という概念で分けています。日本の場合、領土は全て海に囲まれていることから、「上陸」の前段階として「入国」が
必ず存在することとなります。「入国」には船舶による場合（領海を通っての入国）と航空機による場合（領空を通っ
ての入国）の２つの形態が存在し、船舶や航空機が日本の海港や空港に到着してもその中にとどまる限りにおいては、
いまだ「上陸」していないことになります。空港等に設けられている上陸審査場で上陸審査を受けて、上陸許可を受け
ることで、はじめて日本の地に足を踏み入れ在留することができるのです。

入国と上陸

上 陸

上陸審査手続の迅速化
及び簡易化のため、在
留資格認定証明書制度
を設けており、この制
度により、入国前に在
外公館で行う査証
（VISA）の発給手続の
迅速化が図られていま
す。

審査の結果、上陸が認
められると、外国人の
旅券に上陸許可の証印
をします。このとき、
中長期在留者となった
方には、空港で在留
カードが交付されます。

上陸許可

①外国人は旅券と査証
（VISA） を持って日本に来
ます。
②日本へ着いた外国人は、

上陸申請を行います。
③入国審査官が旅券・査証・

ＥＤカード・入国目的等
に基 づいて、上陸を認めて
よいか 審査します。

見 本

上陸許可証印

上陸審査入国事前審査
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日本大使館・領事館

外国人

日本にいる申請代理人 地方出入国在留管理局

上

陸

許

可

住

居

地

届

出

在留カード

即日交付

在留カード

後日交付

出国

在留カード

郵送交付

①
申
請
依
頼

④
認
定
証
明
書
送
付

②在留資格認定

証明書交付申請

③認定証明書交付

⑥査証

発給

⑤査証

申請

日本に入国しようとする外国人の方が、日本で行おうとする活動内
容がいずれかの在留資格（「短期滞在」及び「永住者」を除く）に該
当するものであるか等、上陸のための条件に適合しているかを事前に
審査し、証明するものです。本証明書を提示・提出することにより、
速やかに査証（VISA）発給や上陸許可を受けることができます。

在留資格認定証明書

出発前に海外にある日本の大使館や領事館で取得するも
ので、日本に入国する際には、原則としてその取得が求め
られており、外国人の旅券が有効であることの確認と、入
国させても支障がないという推薦の意味があります。

査証（VISA）

上陸審査（外国人の上陸審査手続）
入国事前審査（在留資格認定証明書・査証申請）の流れ
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我が国に在留する外国人が、在留目的とする活動を変更することを希望する場合には、新たな活動を行う
前に在留資格変更許可申請を出入国在留管理局で行い、新たな活動に対応する在留資格への変更の許可を受
ける必要があります（入管法第20条）。

大学を卒業して日本での
就職が決定しました！

在留資格の変更

日本人と結婚しまし
た！

たとえば・・・

在留資格の変更・更新の申請があった場合において、その申請の時に当該外国人が有する在留資格に伴う在留期間の満了日
までに当該申請に対する処分がされないときは、当該外国人は、当該在留期間の満了後も処分がされる時又は従前の在留期間
の満了日から２月を経過する日のいずれか早い日まで、引き続き外国人自身が申請時点で有している在留資格をもって日本に
在留することが可能です。これを特例期間といいます。
このような特例期間が設けられたのは、申請時に有していた在留期間内に処分が行われない場合に、申請時の在留期間の経

過により不法残留状態となることがないようにするためです。

在留期間の特例（特例期間）

◎ 申請に必要なもの ※参照 https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-

2.html

○ パスポート

○ 在留カード ※ 交付を受けている場合

○ 顔写真１葉（縦４センチ×横３センチ。６か月以内に撮影したもの。

16歳未満の方は不要）

○ 在留資格変更許可申請書

○ 予定する活動を明らかにする資料 など

（参考）「在留資格の変更、在留期間の更新許可のガイドライン」

https://www.moj.go.jp/isa/publications/materials/nyuukokukanri07_00058.html

○ 手数料 ６，000円（オンライン申請の場合５，５00円）

● 在留審査
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就職までのスケジュール

１ ２ ３ ４ ５

内定 在留資格変更
許可申請

はがき受領 在留カード受取 就職

４月入社は例年
１２月１日から

受付開始

審査終了後、
入管から発送

はがきに記載さ
れている必要な
ものを持って、

入管へ

就職活動 在留カードを受
け取れば就労可
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我が国に在留する外国人が、現に有する在留資格に基づく活動を変更することなく、在留期限到来後も引
き続き在留することを希望する場合には、在留期限までに在留期間更新許可申請を行い、在留期間の更新許
可を受ける必要があります（入管法第２１条）。

大学教授として在留中ですが、大学との契約を
延長したので、引き続き日本で教えたいです。

たとえば・・・

最寄りの入管局で更新手続が
必要です。

そんなときは・・・

◎ 申請に必要なもの ※参照 https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-3.html

○パスポート

○在留カード ※ 交付を受けている場合

○顔写真１葉（縦４センチ×横３センチ。６か月以内に撮影したもの。１６歳未満の方は不要）

○在留期間更新許可申請書

○予定する活動を明らかにする資料 など

（参考）「在留資格の変更、在留期間の更新許可のガイドライン」

https://www.moj.go.jp/isa/publications/materials/nyuukokukanri07_00058.html

○手数料 窓口の場合は６，０００円、オンラインの場合は５，５００円

出入国在留管理局

在留期限の３か月前か
ら申請ができます。

在留期間の更新
● 在留審査
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「特例期間」とは？

● 在留資格の変更・更新の申請があった場合において、その申請の時に当該外国人が
有する在留資格に伴う在留期間の満了日までに当該申請に対する処分がされないとき
は、当該外国人は、当該在留期間の満了後も処分がされる時又は従前の在留期間の満
了日から２月を経過する日のいずれか早い日まで、引き続き外国人自身が申請時点で
有している在留資格をもって日本に在留することが可能です。これを特例期間といい
ます。

● このような特例期間が設けられたのは、申請時に有していた在留期間内に処分が行
われない場合に、申請時の在留期間の経過により不法残留状態となることがないよう
にするためです。

申
請

処
分

満
了
日

特
例
期
間
の

満
了
日

特例期間在留期間

特例期間内は、住民票は消除されません。 休日法の
適用なし

新たな在留期
間の開始

在留資格の変更許可申請
在留期間の更新許可申請
しか、適用されません！

３１日以上の在留期間を持っておられる方のみ
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在留資格を有する外国人は、その在留資格に対応する活動以外の活動で「収入を伴う事業を運営する活動
又は報酬を受ける活動」（就労活動）を行う場合には、あらかじめ資格外活動の許可を受ける必要がありま
す。例えば、留学生が行うアルバイトは、本来の在留目的である教育を受ける活動の遂行を阻害しない範囲
内で行われると認められるときに限り許可されます（入管法第19条第２項）。
※留学生については、原則として週28時間までの就労活動が認められますが、風俗営業店等での業務について、収入や報酬を得る活動はできません。ま
た、資格外活動ができるのは、教育機関に在籍している間に限られます。

留学生※として日本に在留していま
すが、アルバイトをしたいな。

たとえば・・・

②許可を受けている場合は、
在留カードの裏面に記載があ
ります。

①許可は最寄りの入管で受けら
れます。

ただし・・・

原則週２８時間以上は、
働けません。

そんなとき
は・・・

風俗営業店等でのアル
バイトはできません。

◎ 申請に必要なもの ※参照 https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-8.html

○パスポート

○在留カード ※ 交付を受けている場合

○資格外活動許可申請書

○収入又は報酬を得ようとする活動を証する資料

○手数料 無料

出入国在留管理局

● 資格外活動許可（いわゆる「アルバイトの許可」）
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在留資格の変更の許可申請
在留目的を変更しようとするとき

例 : 留学生が卒業し就職

在留期間の更新の許可申請

永住許可申請

在留資格の取得の許可申請

再入国の許可申請

資格外活動の許可申請

その他の手続

永住しようとするとき（現在留資格からの変
更・出生した者等の取得）

在留期限内に一時的に出国し、また日本へ
戻ってこようとするとき

認められていない収入･報酬活動を本来の活動
を阻害しない範囲で行おうとするとき

就労資格証明書がほしいとき、
日本人になったとき（在留資格の抹消）など

在留期間を超えて、引き続き同じ在留目的で
在留しようとするとき

日本国籍離脱者・本邦出生子等が６０日を超
えて在留しようとするとき

※在留審査関係諸手続について

在留審査（在留資格に関する手続）※在留中の外国人
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●在留管理制度における届出

区分 在留資格 届出が必要な場合 届出事項 根拠条文 罰則

所
属
機
関
に
関
す
る
届
出

教授、高度専門職１号
ハ・２号（ハ）、経
営・管理、法律・会計
業務、医療、教育、企
業内転勤、技能実習、
留学、研修

活動を行う機関の名称・所在地変
更、消滅、離脱、移籍

届出に係る中長期在留者の
①氏名
②生年月日
③性別
④国籍・地域
⑤住居地
⑥在留カード番号
⑦事由に応じた届出事項

・入管法第１
９条の１６

・入管法施行
規則第１９条
の１５、別表
第３の３

・入管法第７１
条の２第１号
（虚偽の届出）

・入管法第７１
条の５第３号
（届出義務違反）

高度専門職１号イ・
ロ・２号（イ・ロ）、
研究、技術・人文知
識・国際業務、介護、
興行、技能、特定技能

契約機関の名称変更、所在地変更、
消滅、契約終了、新たな契約締結

配
偶
者
に

関
す
る
届
出

日本人の配偶者等、永
住者の配偶者等、家族
滞在 （注１）

離婚、死別

（注１） 配偶者としての身分を有することが在留資格の基礎となっている者。
（注２） 届出書参考様式は、出入国在留管理庁HP「出入国管理及び難民認定法関係手続
（ https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/index.html ）」に掲載。

届出期間→届出事由が生じた日から１４日以内
届出方法→・出入国在留管理庁ＨＰにおいてインターネットで届出

（別途「電子届出システム」利用者情報登録が必要）

・地方出入国在留管理官署への出頭
・東京出入国在留管理局在留調査部門への郵送

所属機関等に関する届出
外国人本人による届け出（義務）
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・氏名
※原則として、旅券のローマ字氏名で表記され、申出により
漢字氏名も併記可能（漢字氏名を証明する資料が必要）です
が、通称名は記載されません（特別永住者証明書も同様）

・在留カード番号

・資格外活動許可の概要

・ 在留期間更新許可申請中又は

在留資格変更許可申請中である旨が記載されます。

※「特例期間」（入管法第２０条第６項等）に留意

・在留資格

・就労制限の有無

・在留期間及び在留期間の満了日

・許可の種類
・許可年月日
・交付年月日
・在留カードの有効期間の満了日

※申請を行った場合、申請に係る処分時又は在留
期間の満了日から２か月を経過する日が終了する
時のいずれか早い時までは、在留カードは失効し
ない（在留カードの有効期間の満了日が１６歳の
誕生日又はその前日となっている者を除く。）。

・生年月日、性別、国籍・
地域

・住居地

表面

裏面

在留カードの記載事項
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在留カードが変わります！
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在留カードが変わります！
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技術・人文知識・国際業務
Engineer/Specialist in Humanities/International Services

 本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理学、工学、その他の自然科学の分
野若しくは法律学、経済学、社会学その他の人文科学の分野に属する技術もし
くは知識を要する業務又は外国の文化に基盤を有する思考若しくは感受性を必
要とする業務に従事する活動（１の表の教授の項、芸術の項及び報道の項の下
欄に掲げる活動並びにこの表の経営・管理の項から教育の項まで、企業内転勤
の項及び興行の項の下欄に掲げる活動を除く）

 ソフトウェアエンジニアとしてコンピュータ関連サービスに従事するもの

 土木及び建築における研究開発・解析・構造設計に係る業務に従事するもの

 取引レポート、損益データベース等の構築に係る業務に従事するもの

 会社の海外事業本部において本国の会社との貿易等に係る会計業務に従事するもの

 語学教師としての業務に従事するもの

在留期間：５年、３年、１年、３月

本邦において行うことができる活動

具体的な活動内容

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり
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技術・人文知識・国際業務
Engineer/Specialist in Humanities/International Services

 申請人が次のいずれにも該当していること（ただし、国際仲裁事件の手続等及び国際調停事件
の手続についての代理にかかる業務に従事しようとする場合はこの限りでない）

1. 「技術」「人文知識」申請人が次のいずれかに該当し、必要な技術又は知識を取得しているこ
と（ただし、IT告示で定める資格を有している場合を除く）

イ 当該技術若しくは知識に係る関連する科目を専攻して大学を卒業し、又はこれと同等以上の
教育を受けたこと

ロ 当該技術又は知識に係る関連する科目を専攻して本邦の専修学校の専門課程を修了したこと

（当該修了に関し法務大臣が告示をもって定める要件に該当する場合に限る。）（※）

ハ １０年以上の実務経験を有すること

2. 「国際業務」申請人が次のいずれにも該当していること

イ 翻訳、通訳、語学の指導、海外取引業務等その他これらに類似する業務に従事すること

ロ ３年以上の実務経験（大学を卒業した者が、通訳・翻訳等の業務に就く場合を除く）

3. 日本人と同額以上の報酬

※ 専門士又は高度専門士と称することができる者であること

在留期間：５年、３年、１年、３月

上陸基準省令

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり
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経営・管理 Business Manager

 本邦において貿易その他の事業の経営を行い又は当該事業の管理に従事する活動
（「法律・会計業務」の下欄に掲げる、資格を有しなければ法律上行うことがで
きないこととされている事業の経営又は管理に従事する活動を除く）

 本邦において事業の経営を開始してその経営を行い又は当該事業の管理に従事す
る活動

 本邦においてすでに営まれている事業に参画してその経営を行い又は当該事業の
管理に従事する活動

 本邦において事業の経営を行っている者（法人を含む。）に代わってその経営を
行い又は当該事業の管理に従事する活動

 事業の経営→事業の運営に関する重要事項の決定、業務の執行等に従事する役員等

 事業の管理→事業の管理の業務に従事する部長、工場長、支店長等の管理者

在留期間：５年、３年、１年、６月、４月、３月

本邦において行うことができる活動

具体的な活動内容

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり
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経営・管理 Business Manager

 申請人が次のいずれにも該当していること

1. 事業所が本邦に存在すること

2. 事業の規模（次のいずれにも該当していること）

イ 経営又は管理に従事する者以外に本邦に居住する常勤職員（活動資格の外国人を
除く）が従事するもの

ロ 資本金又は出資の総額が３,０００万円以上

3. 申請者又は常勤職員のいずれかが相当程度の日本語能力を有すること

4. 経歴・学歴（次のいずれかに該当すること）

イ 経営管理若しくは経営する事業分野に関する修士相当以上の学位を取得している
こと

ロ 事業の経営又は管理について三年以上の経験を有していること

5. 【事業の管理に従事しようとする場合】日本人と同等額以上の報酬を受けること

在留期間：５年、３年、１年、６月、４月、３月

上陸基準省令

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり

（※R7年１０月改正）
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教育 Instructor

 本邦の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、専修学校又は
各種学校若しくは設備及び編成に関してこれに準ずる教育機関において語学教育
その他の教育をする活動

 学校教育法上の小学校等や設備及び編成に関して各種学校に準ずる教育機関に当
たる施設において教育をする活動

 インターナショナル・スクールで教育をする活動

 教育機関に所属する教師が、当該養育機関の指示により、一般企業等に派遣され
て教育をする場合

 学校法人の認可を受けた、外国の大学の日本分校に採用される場合

 ALT

在留期間：５年、３年、１年、３月

本邦において行うことができる活動

具体的な活動内容

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり



教育 Instructor

1. 申請人が次のいずれにも該当していること（※）

イ 次のいずれかに該当していること

 大学を卒業し、又はこれと同等以上の教育を受けたこと

 行おうとする教育に必要な技術又は知識に係る科目を専攻して本邦の専修学校の専門課程
を修了したこと

 行おうとする教育にかかる免許を有していること

ロ 外国語の教育をしようとする場合は、当該外国語による１２年以上の教育を受けているこ
と、それ以外の科目の教育をしようとする場合は、教育機関において当該科目の教育につい
て５年以上従事した実務経験を有していること

2. 日本人と同額以上の報酬

※ 各種学校若しくは設備及び編成に関してこれに準ずる教育機関において教育
をする活動に従事する場合、又はこれら以外の教育機関において教員以外の
職について教育をする活動に従事する場合

※ ただし、インターナショナル・スクールにおいて教育をする活動に従事する
場合はイのみ

在留期間：５年、３年、１年、３月

上陸基準省令

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり



高度専門職１号

 高度の専門的な能力を有する人材として法務省令で定める基準（高度専
門職省令）に適合する者が行う次のイからハまでのいずれかに該当する
活動であって、我が国の学術研究又は経済の発展に寄与することが見込
まれるもの

イ 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との契約に基づいて研究、研究の指導若しく
は教育をする活動又は当該活動と併せて当該活動と関連する事業を自ら経営し若しく
は当該機関以外の本邦の公私の機関との契約に基づいて研究、研究の指導若しくは教
育をする活動（高度学術研究活動）

ロ 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との契約に基づいて自然科学若しくは人文科
学の分野に属する知識若しくは技術を要する業務に従事する活動又は当該活動と併せ
て当該活動と関連する事業を自ら経営する活動（高度専門・技術活動）

ハ 法務大臣が指定する本邦の公私の機関において貿易その他の事業の経営を行い若し
くは当該事業の管理に従事する活動又は当該活動と併せて当該活動と関連する事業を
自ら経営する活動（高度経営・管理活動）

在留期間：５年

本邦において行うことができる活動

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり



高度専門職１号

 申請人が出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の高度専門職の項
の下欄の基準を定める省令（高度専門職省令）第１条第１項に掲げる基
準に適合することのほか、次の各号のいずれにも該当すること

1. 次のいずれかに該当すること

イ 本邦において行おうとする活動が法別表第１の１の表の教授の項から報道の項まで
の下欄に掲げる活動のいずれかに該当すること

ロ 本邦において行おうとする活動が法別表第１の２の表の経営・管理の項から技能の
項までの下欄に掲げる活動のいずれかに該当し、かつ、この表の当該活動の項の下欄
に掲げる基準に適合すること

2. 本邦において行おうとする活動が我が国の産業及び国民生活に与える影
響等の観点から相当でないと認める場合でないこと

上陸基準省令

在留期間：５年

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり
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 開発途上国等の外国人を一定期間受け入れ、技能、技術又は知識（以下「技能等」という。）
を修得、習熟又は熟達（以下「修得等」という。）することを可能とし、当該外国人が帰国後
に我が国において修得等した技能等を活用することにより、当該国等の発展に寄与する「人づ
くり」に貢献する制度。「研修」の在留資格も技能実習と同一の趣旨・目的を持つ。

 技能実習生は、実習実施者との雇用契約の締結の下に技能等を修得等することとなる。

 技能実習生を受け入れる方式には、「企業単独型」と「団体監理型」の２つがある。

・企業単独型

日本の企業等が海外の現地法人、合弁企業や取引先企業の職員を受け入れて実習を 実施する
方式

・団体監理型

営利を目的としない監理団体による指導・監督を受けながら日本の企業等が実習を

実施する方式

技能実習
Technical Intern Training

別表第１

２の表

就労資格

基準の適用あり

在留期間：１号：１年を超えない範囲内で法務大臣が個々の外国人について指定する期間
２号及び３号：２年を超えない範囲内で法務大臣が個々の外国人について指定する期間



育成就労制度の概要（令和７年１２月改訂）

令和６年６月２１日、「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正す

る法律」が公布されました。

それにより、技能移転による国際貢献を目的とする技能実習制度を発展的に解消し、我が国の人手不足分野における人材の育成・確保を目

的とする育成就労制度が創設されました（育成就労制度は令和９年４月１日から運用開始します。）。

｢育成就労産業分野（育成就労制度の受入れ分野）」（※）において、我が国での３年間の就労を通じて特定技能１号

水準の技能を有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保すること。

（※）特定産業分野（特定技能制度の受入れ分野）のうち就労を通じて技能を修得させることが相当なもの

育成就労制度の

目的

育成就労制度の基本方針及び育成就労産業分野ごとの分野別運用方針を策定する（策定に当たっては、学識経験者や労

使団体等から構成される有識者会議を立ち上げ、意見を聴取）。

分野別運用方針において、生産性向上及び国内人材確保を行ってもなお不足する人数に基づき分野ごとの受入れ見込数

を設定し、これを受入れの上限数として運用する。

基本方針・

分野別運用方針

（育成就労外国人と育成就労実施者の間の雇用関係の成立のあっせんや）育成就労が適正に実施されているかどうか監

理を行うなどの役割を担う監理支援機関を許可制とする（許可基準は厳格化。技能実習制度の監理団体も監理支援機関

の許可を受けなければ監理支援事業を行うことはできない。）。

監理支援機関の
許可制度

育成就労外国人ごとに作成する「育成就労計画」を認定制とする（育成就労計画には育成就労の期間（３年以内）、育

成就労の目標（業務、技能、日本語能力等）、内容等が記載され、外国人育成就労機構による認定を受ける）。

育成就労計画の
認定制度

・送出国と二国間取決め（ＭＯＣ）の作成や送出機関に支払う手数料が不当に高額にならない仕組みの導入など、送出

しの適正性を確保する。

・育成就労外国人の本人意向による転籍を一定要件の下で認めることなどにより、労働者としての権利保護を適切に図

る。

・地域協議会を組織することなどにより、地域の受入環境整備を促進する。

適正な送出しや
受入環境整備の

取組
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転載不可

27

特定技能１号のポイント

特定技能２号のポイント

【就労が認められる在留資格の技能水準】

在留期間：１年を超えない範囲内で法務大臣が個々の外国人について
指定する期間ごとの更新（通算で上限５年まで）

技能水準：試験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験等免除）

日本語能力水準：試験（Ｎ４等）で確認（技能実習２号修了者は免除）
※介護、自動車運送業（タクシー・バス）及び鉄道（運輸係員）分野は別途要件あり

家族の帯同：基本的に認めない

支援：受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

在留期間：３年、１年又は６か月ごとの更新（更新回数に制限なし）

日本語能力水準：試験での確認なし（漁業及び外食業分野（Ｎ３）を除く。）

家族の帯同：要件を満たせば可能（配偶者、子）

支援：受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象外

技能水準：試験等で確認

○ 深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状況にある産業上の分

野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるため、在留資格「特定技能１号」及び「特定技能２号」を創設（平成３１年４月か

ら実施）

○ 特定技能１号：特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格

在留者数： ３２１，７４０人（令和７年５月末現在、速報値）

○ 特定技能２号：特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格

在留者数： ２，５６０人（令和７年５月末現在、速報値）

特定産業分野：介護、ビルクリーニング、工業製品製造業、建設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、自動車運送業、
（１６分野） 鉄道、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業、林業、木材産業

（赤字は特定技能１号・２号でも受入れ可。黒字は特定技能１号のみで受入れ可。）

専
門
的
・
技
術
的
分
野

非
専
門
的
・

非
技
術
的
分
野

「技能実習」

「技術・人文知識・国際業務」
「技能」
「高度専門職（１号・２号）」
「介護」
「教授」 等

特定技能以外の在留資格 特定技能の在留資格

「特定技能１号」

「特定技能２
号」

特定技能

在留期間：

１号：１年を超えない範囲内で法務大臣が個々の外国人
について指定する期間

２号：３年、１年、６月

就労資格

上陸基準省令の適用あり



支援計画の概要①

○ 受入れ機関は、１号特定技能外国人に対して「特定技能１号」の活動を安定的かつ円滑に行うことができるように
するための職業生活上、日常生活上又は社会生活上の支援の実施に関する計画（１号特定技能外国人支援計画。以下
「支援計画」という。）を作成し、当該計画に基づき支援を行わなければならない。

ポイント

■ 支援計画の作成
・受入れ機関は、在留諸申請（※）に当たり、支援計画を作成し、当該申請の際にその他申請書類と併せて提出しなけれ
ばならない。
※特定技能１号に関する在留資格認定証明書交付申請、在留資格変更許可申請等

■ 支援計画の主な記載事項
・職業生活上、日常生活上又は社会生活上の支援として必要であるとして省令で定められた１０項目（１２ページ参照）の
実施内容・方法等
・支援責任者及び支援担当者の氏名及び役職等
・支援の実施を契約により他の者に委託する場合の当該他の者の氏名及び住所等
・登録支援機関（登録支援機関に委託する場合のみ）

■ 支援計画実施の登録支援機関への委託
・受入れ機関は、支援計画の全部又は一部の実施を他の者に委託することができる（支援委託契約を締結）。
・受入れ機関が支援計画の全部の実施を登録支援機関（１４ページ参照）に委託する場合には、外国人を支援する体制
があるものとみなされる。
・登録支援機関は、委託を受けた支援業務の実施を更に委託することはできない。（支援業務の履行を補助する範囲で
通訳人などを活用することは可能）

※特定技能２号については、支援義務がない。
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②出入国する際の送迎
・入国時に空港等と事業所又は住居への送迎
・帰国時に空港の保安検査場までの送迎・同行

③住居確保・生活に必要な契約支援
・連帯保証人になる・社宅を提供する等

・銀行口座等の開設・携帯電話やライフライン
の契約等を案内・各手続の補助

④生活オリエンテーション
・円滑に社会生活を営めるよう日本
のルールやマナー、公共機関の利用
方法や連絡先、災害時の対応等の
説明

⑥日本語学習の機会の提供
・日本語教室等の入学案内、日本語
学習教材の情報提供等

⑦相談・苦情への対応
・職場や生活上の相談・苦
情等について、外国人が十
分に理解することができる
言語での対応、内容に応じ
た必要な助言、指導等

⑧日本人との交流促進
・自治会等の地域住民との交流の場や、地域
のお祭りなどの行事の案内や、参加の補助等

⑨転職支援（人員整理等の場合）
・受入れ側の都合により雇用契約を解除する
場合の転職先を探す手伝いや、推薦状の作
成等に加え、求職活動を行うための有給休暇
の付与や必要な行政手続の情報の提供

⑩定期的な面談・行政機関への通報
・支援責任者等が外国人及びその上司等と定
期的（３か月に１回以上）に面談し、労働基準
法違反等があれば通報

⑤公的手続等への同行
・必要に応じ住居地・社会保
障・税などの手続の同行、書類
作成の補助

支援計画の概要②

①事前ガイダンス
・在留資格認定証明書交付申請前又は在留資
格変更許可申請前に、労働条件・活動内容・入
国手続・保証金徴収の有無等について、対面・
テレビ電話等で説明
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○入管法第１９条の１９関係法令等

特定技能制度における行政処分等について

法

令

違
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あ
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法

令

違

反
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し

登

録

の

取

消

し

改善命令

実

地

調

査

法

令

違

反

あ

り

指

導

・

助

言

(
※

報
告
徴
収
・
立
入
検
査)

未

改

善

欠

格

事

由

該

当

届

出

情

報

・

情

報

提

供

等

改

善

命

令

未

改

善

指導・助言

特定技能所属機関

登 録 支 援 機 関

○ 重大・悪質な法令違反等

○ 同種違反を繰り返す場合等

改 善 報 告

実

地

調

査

届

出

情

報

・

情

報

提

供

等

未

改

善

入管法第１９条の１９

報告徴収・立入検査

入管法第１９条の２０
※必要に応じて実施

入管法第１９条の２１

欠格事由（該当）

特定技能基準省令において定める
受入れの基準(を満たしていない）

指導・助言

入管法第１９条の３１

報告又は資料の提出
入管法第１９条の３４
※必要に応じて実施

登録の取消し

入管法第１９条の３２
（取消事由）
・登録拒否事由に該当
・委託を受けた支援等を実施していない
・支援に必要な体制を有していない 等

指

導

・

助

言

(※

報
告
又
は
資
料
の
提
出)

○ 重大・悪質な法令違反等

○ 同種違反を繰り返す場合等

調 査 終 了

法

令

違

反

な

し

改 善 報 告

指導終了（法令違反等の内容
が重大・悪質な場合、「欠格事由
該当」となることがあります。）

調 査 終 了

指導終了（法令違反等の内容
が重大・悪質な場合、「登録の取
消し」となることがあります。）

改善確認
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育成就労制度及び特定技能制度のイメージ

（注１）特定技能１号の試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。

（注２）育成就労制度の受入れ対象分野は特定技能制度と原則一致させるが、特定技能の受入れ対象分野でありつつも、国内での
育成になじまない分野については、育成就労の対象外。

高技能レベル

（就労開始までに）
○ 日本語能力A１
相当以上の試験
（日本語能力試験
（ＪＬＰＴ）のＮ
５等）合格

or
○ それに相当する
日本語講習の受講

受入れの範囲：育成就労産業分野
（注２）

○ 技能検定基礎級等
＋

○ 日本語試験（A１相当以上の水
準から特定技能１号移行時に必要
となる日本語能力の水準までの範
囲内で各分野ごとに設定）

⇒これらの試験への合格が
本人意向の転籍の条件

○ 技能検定試験３級や特定技能１号評価試験
＋

○ 日本語能力Ａ２相当以上の試験(ＪＬＰＴ
のＮ４等)

※ 育成就労を経ずに外国で試験を受験して
特定技能１号で入国することも可。

○ 特定技能２号評価試験
＋

○ 日本語能力Ｂ１相当
以上の試験（ＪＬＰＴの
Ｎ３等）

育成就労
（３年間）

特定技能１号
（５年間）

特定技能２号
（制限なし）

（注１）
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家族滞在 Dependent

 別表１、１の表又は２の表の上欄の在留資格、文化活動又は留学の在留
資格をもって在留する者の扶養を受ける配偶者又は子として行う日常的
な活動（外交、公用及び技能実習を除く）

 申請人が法別表第１の１の表もしくは２の表の上欄の在留資格、文化活
動の在留資格又は留学の在留資格（基準省令１号イ又はロに該当する者
に限る）をもって在留する者の扶養を受けて在留すること

在留期間：５年を超えない範囲内で法務大臣が個々の外国人について
指定する期間

本邦において行うことができる活動

上陸基準省令

別表第１
４の表

非就労資格

基準の適用あり
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高等学校等卒業後に日本での就労を考えている外国籍を有する方へ

出入国在留管理庁においては、父母等に同伴して日本に在留している外国人の方が、高等学校等卒業後に 日本で就労する場合、「定住者」又は「特定活動」への在留資格の変更を認めていま
す。 それぞれの主な要件及び在留資格変更許可申請の際の提出資料は以下のとおりです。

定住者 特定活動

我が国の義務教育（小学校及び中学校）を修
了していること

※ 中学校には夜間中学を含みます。
－

我が国の高等学校等を卒業していること又は
卒業見込みであること

※ 高等学校には定時制課程及び通信制課
程を含

みます。その他対象となる学校については法
務省
ＨＰで御確認ください。

我が国の高等学校等を卒業していること又は卒業
見込みであること

※ ただし、高等学校等に編入している場合は、卒
業に加

えて日本語能力試験Ｎ２程度の日本語能力を有し
ている

ことが必要です。

－ 扶養者が身元保証人として在留していること

入国後、引き続き「家族滞在」の在留資格をもって日本に在留していること

※ 「家族滞在」以外の在留資格で在留している方でも、「家族滞在」の在留資格該当性がある方は、
本取扱いの対象となります。

入国時に１８歳未満であること

就労先が決定（内定を含む。）していること

※ 当該就労先において、資格外活動許可の範囲（１週につき２８時間）を超えて就労すること

住居地の届出等、公的義務を履行していること

定住者 特定活動

在留資格変更許可申請書（Ｔ）（縦４ｃｍ×横３
ｃｍの写真を貼付）

在留資格変更許可申請書（Ｕ）（縦４ｃｍ×横３ｃｍの写真
を貼付）

履歴書（我が国の義務教育を修了した経歴に
ついて記載のあるもの）

履歴書（我が国の高等学校等への入学日の記載のあるも
の）

我が国の小学校及び中学校を卒業しているこ
とを証明する書類（卒業証書の写し又は卒業
証明書）

我が国の高等学校等の在学証明書（入学日の記載のある
もの）

－

高等学校等に編入した者については、以下のいずれかの
資料
・ 日本語能力試験Ｎ２以上

・ ＢＪＴビジネス日本語能力テスト４００点以上

身元保証書 扶養者を保証人とする身元保証書

我が国の高等学校等を卒業していること又は卒業が見込まれることを証明する書類

我が国の企業等に雇用されること（内定を含む。）を証明する書類（雇用契約書、労働条件通知書、内定通
知書等。内定通知書に雇用期間、雇用形態及び給与の記載がない場合は、これらが分かる求人票等の資
料を併せて提出。）

住民票（世帯全員の記載があるもの。個人番号（マイナンバー）については省略し、他の事項については省略のないも
の。）

要件 在留資格変更許可申請の際の提出資料
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主なルート

高等学校等卒業後に就労を希望する外国人に係る在留資格の取扱いについて

注１「家族滞在」以外の在留資格で在留している者でも、「家族滞在」の在留資格該当性がある場合（「留学」等）は本取扱いの対象となる。

注２「特定活動」から「定住者」への変更許可要件は以下のとおり。

① 本邦の高等学校卒業以上の学歴を有すること

② 就労を目的とする「特定活動」又は就労資格（「技能実習」を除く。）により５年以上在留していること

※ 本邦の大学（別科・専攻科を含む。）、専門学校（専ら日本語教育を受ける場合を除く。）、高等専門学校（４年次・５年次に限る。また、専攻

科を含む。）及び高等学校専攻科で教育を受けた後に就職した場合、当該教育を受けた期間の算入も認める。

③ 就職先が決定（内定を含む。）していること

④ 申請人自身に独立生計維持能力が認められること

⑤ 申請人が入管法上の届出義務、公的義務を履行していること

定住者：１７歳までに入国＋小学校卒業＋中学校卒業＋高校卒業＋就職内定

特定活動：１７歳までに入国＋ ＋就職内定＋親（日本在留）の身元保証
高校入学（編入を除く）→卒業
高校編入→卒業＋日本語能力Ｎ２

卒業後小学校未就学 中学校 高校

定住者

就職内定

・日本で出生
・小学生までに来日

就職内定

就職内定＋Ｎ２合格

小

学

校

卒

業

中

学

校

卒

業

高

校

卒

業

「家族滞在」

「家族滞在」

「家族滞在」

「家族滞在」

「特定活動」 定住者

定住者

定住者

就職内定

「特定活動」

「特定活動」

５年以上在留

５年以上在留

５年以上在留

・１７歳までに来日
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Facebook

大阪入管では、facebookを使
用し、日本に在留する外国人に
役立つ情報を発信しています。
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大阪出入国在留管理局 在留支援部門

ご清聴ありがとうございました。
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